
１２．初等中等教育段階におけるグローバルな視点に立っ
て活躍する人材の育成

(前 年 度 予 算 額 22,001百万円）
平成29年度予算額(案) 21,875百万円

１．要 旨

グローバル人材育成については、第二期教育振興基本計画等を踏まえ、日本人

としてのアイデンティティや日本の文化に対する深い理解を前提として、豊かな

語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、異文化理解の精神等を身に

付け、様々な分野で活躍できる人材の育成が重要である。

このため、我が国の伝統や文化についての理解を深める取組を実施し、また、

小・中・高等学校を通じた英語教育改革の推進、帰国・外国人児童生徒等への教

育支援の推進、在外教育施設の教育環境の改善等の取組の充実を図る。

２．内 容

（１）我が国の伝統・文化教育の充実に係る調査研究 11百万円( 12百万円)

教育基本法や学習指導要領で重視されている伝統・文化等に関する教育の充実

を図り、グローバル社会で活躍できる人材の育成に資するため、教材の作成や指

導方法の開発等を行う。

・委託先：３地域

（２）小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等 1,439百万円( 1,221百万円)

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のため、学習指導要領改訂等に向け

た新教材の開発・整備、先進的な取組の支援や教員の指導力・専門性向上のため

の事業を行うとともに、生徒の英語力調査などの取組を実施する。

・小学校の新たな外国語教育における新教材の開発・整備 （小学校中学年・高学年用）

・外部試験団体と連携した英語力調査事業 （中学生1万5千人・高校生1万人）

・中学校・高等学校における英語教育の抜本的改善のための指導方法等に関す

る実証研究 3機関

・外部専門機関と連携した英語指導力向上事業 1機関＋47県市

・小学校英語教科化に向けた専門性向上のための講習の開発・実施 37機関

・外国語教育強化地域拠点事業

英語25件＋英語以外の外国語3件(中、韓・朝、仏、独、西、露等)

・補習等のための指導員等派遣事業〔補助率1/3〕【再掲】

（専門性の高い非常勤講師、英語が堪能な外部人材等の配置）

・全国的な学力調査の実施（平成30年度に実施する予備調査（抽出方式）

のための準備を行う。）【再掲】
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（３）スーパーグローバルハイスクール 869百万円( 1,052百万円)

継続指定校123校の研究開発・実践を支援し取組を充実させる。また平成

27年度指定校（56校）に対する中間評価を実施し、より効果的な取組とす

るとともに、一般公開によるスーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）

全国高校生フォーラム（仮称）を開催することで、全国への普及を図る。

・指定期間：5年間

・対象学校：国公私立高等学校及び中高一貫教育校

・指定校数：123校（継続指定123校）

（４）在外教育施設教員派遣事業等及び海外子女教育の推進

19,138百万円( 19,295百万円)

※予算額（案）の減は為替の変動等によるもの

在外教育施設で学ぶ児童生徒が増加する中、国内と同様の教育を行うために派

遣教員数を拡充するとともに、高度グローバル人材育成拠点としての日本人学校

等の教育水準を強化するなど海外子女のための教育環境の充実を図る。

・派遣教員定数 1,185人→1,203人（計18人増）

（内訳） 現職定数 1,098人→1,102人（ 4人増）

シニア定数 87人→ 101人（ 14人増）

・在外教育施設の高度グローバル人材育成拠点事業【新規】 等

1機関・4施設（50百万円）

（５）帰国・外国人児童生徒等教育の推進 260百万円( 231百万円)

帰国・外国人児童生徒等の公立学校における受入・日本語指導体制の充実を図

る。また、外国人の子供の就学を促進するため、学校外における日本語指導や教

科指導等の支援体制の充実を図る。さらに、教員の専門的能力育成のため、教員

養成学部等の課程や現職教員研修を通じた体系的なモデルプログラムの開発等を

行う。

・公立学校における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業 64地域

・定住外国人の子供の就学促進事業 12機関

・外国人児童生徒等教育を担う教員の養成・研修モデルプログラム開発事業【新規】 1機関

（６）社会総がかりで行う高校生留学促進事業 152百万円( 187百万円)

地方公共団体や学校、民間団体等が実施する海外派遣プログラムへの参加に対

し、留学経費の支援を行う。また、国際交流等を通じて、高校生に国際的な視野

を持たせ、自らが主体的に行動できるようなグローバル人材の基盤を形成するた

めの取組を支援する。

・高校生留学促進事業 1,300人→1,500人

・グローバル人材育成の基盤形成事業
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ち
英
語
教
育
分
）
  

  
  

  
  

  
  

  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

6
1
7
,6

8
6
千
円

(4
7
9,

7
3
6千

円
) 
 

  
  

 
○
英
語
教
育
の
充
実
等
に
向
け
て
、
専
門
性
の
高
い
非
常
勤
講
師
及
び
英
語
が
堪
能
な
外
部
人
材
等
の

 

 
 

 
 
活
用
を
促
進
。
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コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の
活
用
・普
及

 
 
 

2
0
2
1
年
度

 

（
3
3
年
度
）
 

2
0
1
5
年
度

 

（
2
7
年
度
）
 

2
0
1
6
年
度

 

（
2
8
年
度
）
 

2
0
1
7
年
度

 

（
2
9
年
度
）
 

2
0
1
8
年
度

 

（
3
0
年
度
）
 

2
0
1
9
年
度

 

（
3
1
年
度
）
 

 

2
0

2
0
年
度
（
3
2
年
度
）
 

 

2
0
1
4
年
度

（
2
6
年
度
）
 

2
0

0
0

0
 

0
 

次
期
学
習
指
導
要
領

 
小
学
校
全
面
実
施
（
3
2
年
度
） 

グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
し
た
英
語
教
育
改
革
実
施
計
画
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（イ
メ
ー
ジ
）
 

（
小
学
校
数
）
 

研
究
開
発
学
校
・
教
育
課
程
特
例
校

 
（
現
行
の
教
育
課
程
の
基
準
に
よ
ら
な
い
）
 

国
が
定
め
る
標
準
授
業
時
数
に
上
乗
せ
し
て
実
施
す
る
小
学
校

 

教
科
書
の
作
成

 

 
 

 
 

 
 
小
学
校

 
 
次
期
学
習
指
導
要
領
を

 

段
階
的
に
先
行
実
施

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

次
期
学
習
指
導
要
領
（
小
学
校
英
語
）
の
先
行
実
施

 

1
0

0
0

0
 

1
5

0
0

0
 

5
0

0
0

 

次
期
学
習
指
導
要
領
対
応

 

教
材
の
開
発
・作
成

 

＜
小
・
中
・
高
等
学
校
共
通
＞
 

＜
小
学
校
体
制
整
備
＞
 

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク

 
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク

 

（中
・高
学
年
） 

次
期
習
指
導
要
領
対
応
教
材
の
配
布

 

（高
学
年
）教
科
書
の
配
布

 

※
日
本
人
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

に
関
す
る
教
育
の
充
実
も
含
む

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

（
伝
統
文
化
・
歴
史
の
重
視
等
）
 

教
科
書
の
検
定

 
教
科
書
の
採
択

 

＜
中
・
高
等
学
校
体
制
整
備
＞

 

県
等
が
実
施
す
る
研
修
を
継
続

 

A
L
T
等
の
配
置
拡
大
・指
導
力
向
上
研
修

 

 
 
引
き
続
き
指
導
力
向
上
等
の
取
組
を
推
進

 
 
 
 

県
等
が
実
施
す
る
研
修
を
継
続

 

  
 

 
○
小
学
校
「
英
語
教
育
推
進
リ
ー
ダ
ー
」の
養
成
研
修
・加
配
措
置

 
 

 
  

 
 

 
○
小
学
校
担
任
の
英
語
指
導
力
向
上
研
修

 
 

※
「
英
語
教
育
推
進
リ
ー
ダ
ー
」
を
講
師
と
し
た
研
修
を
受
け
た
中
核
教
員
に
よ
る
校
内
研
修
（
全
小
学
校
教
員
対
象
）
 

小
学
校

 
学
習
指
導
要
領
改
訂

 

補
助
教
材
開
発

 

教
科
化
に
向
け
た
「
免
許
法
認
定
講
習
」
等
の
開
発
・
実
施
支
援

 

＜
小
学
校
英
語
教
材
＞
 

平
成

2
8
年

1
2
月

 

 
 
英
語
教
員
の
英
語
力
・
指
導
力
強
化
の

 
 
 
た
め
の
調
査
研
究

 
＊
コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の
開
発
・実
証
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
等

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
新
課
程
の
認
定
） 

（
新
課
程
の
実
施
） 

中
学
校
・高
等
学
校
に
お
け
る
英
語
教
育
の
抜
本
的
改
善
の
た
め
の
指
導
方
法
等
に
関
す
る
実
証
研
究

 

（
イ
メ
ー
ジ
）
 

中
学
校
全
面
実
施

（
3
3年

度
）

 
中
学
校

 
学
習
指
導
要
領
改
訂

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
○
中
・
高
等
学
校
「英
語
教
育
推
進
リ
ー
ダ
ー
」養
成
研
修

 
 
 
○
中
・
高
等
学
校
英
語
教
員
指
導
力
向
上
研
修

 
 

※
「
英
語
教
育
推
進
リ
ー
ダ
ー
」
等
に
よ
る
域
内
研
修
、
研
修
用
映
像
教
材
の
活
用
等

 

 
 

 
 

 
 
中
学
校

 

次
期
学
習
指
導
要
領
を
段
階
的
に
先
行
実
施

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
高
等
学
校

 
学
習
指
導
要
領
改
訂

 
 

 
高
等
学
校

 

 
 
次
期
学
習
指
導
要
領
を
段
階
的
に
先
行
実
施

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

中
学
校
次
期
学
習
指
導
要
領

 
移
行
措
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

小
学
校
次
期
学
習
指
導
要
領

 
移
行
措
置

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

小
学
校
に
お
け
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

 
在
り
方
に
関
す
る
検
討
会
議

 

英
語
教
育
強
化
地
域
拠
点
の
指
定
等
に
よ
る
小
・中
・高
等
学
校
を
通
じ
た
先
進
的
な
取
組
の
促
進

 

新
た
な
補
助
教
材
配
布
・検
証

 
（中
学
年
）補
助
教
材
の
配
布

 

高
校
学
年
進
行

 
（

3
4年

度
）
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ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
に
つ
い
て

 

◆
目
的
：急
速
に
グ
ロ
ー
バ
ル
化
が
加
速
す
る
現
状
を
踏
ま
え
、
社
会
課
題
に
対
す
る
関
心
と
深
い
教
養
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
、
問
題
解
決
力
等
の

 
 

 
 

 
 
国
際
的
素
養
を
身
に
付
け
、
将
来
、
国
際
的
に
活
躍
で
き
る
グ
ロ
ー
バ
ル
・リ
ー
ダ
ー
を
高
等
学
校
段
階
か
ら
育
成
す
る
。

 

◆
事
業
概
要
：国
際
化
を
進
め
る
国
内
の
大
学
の
ほ
か
、
企
業
、
国
際
機
関
等
と
連
携
し
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
社
会
課
題
を
発
見
・
解
決
し
、
様
々
な
国
際

 
 

 
 

 
 

 
 

 
舞
台
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成
に
取
り
組
む
高
等
学
校
等
を
「
ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
」に
指
定
し
、
質
の
高
い
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

 
 

 
 

 
 

 
 

 
を
開
発
・実
践
す
る
。

 

・委
託
事
業
：委
託
先
（都
道
府
県
市
教
育
委
員
会
、
国
立
大
学
法
人
、
学
校
法
人
） 

・対
象
学
校
：国
公
私
立
高
等
学
校
及
び
中
高
一
貫
教
育
校
（中
等
教
育
学
校
、
併
設
型
及
び
連
携
型
中
学
校
・高
等
学
校
） 

・指
定
期
間
：５
年
間

 
・指
定
校
数
：継
続
校
１
２
３
校
（H
２
６
年
度
指
定
５
６
校
、

H
２
７
年
度
指
定
５
６
校
、
平
成
２
８
年
度
指
定
１
１
校
） 

・中
間
評
価
（Ｈ
２
７
年
度
指
定
校
）を
実
施

 
・ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（Ｓ
Ｇ
Ｈ
）全
国
高
校
生
フ
ォ
ー
ラ
ム
（仮
称
）を
開
催

 

文
部
科
学
省

 

・
学
校
の
指
定
（
5
年
間
）
 

・
指
導
・
助
言
・
評
価

 
・
支
援

 ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（Ｓ
Ｇ
Ｈ
） 

 
【主
な
取
組
】 

•
グ
ロ
ー
バ
ル
・リ
ー
ダ
ー
育
成
に
資
す
る
課
題
研
究
を
中
心
と
し
た
教
育
課
程
の
研
究
開
発
・
実
践

 
•
英
語
等
に
よ
る
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
、
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
、
論
文
作
成
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
や
探
究
型
学
習
、

 
 

 
教
科
横
断
型
の
学
び
等
の
実
施

 
•
主
体
的
・協
働
的
な
学
び
（ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）の
重
視

 
•
企
業
や
海
外
の
高
校
・大
学
（
E
S
D
を
通
じ
た
ユ
ネ
ス
コ
ス
ク
ー
ル
を
含
む
。
）
等
と
連
携
し
た
課
題
研
究
（例
：
国
際
的
に
関
心
が
高
い
社
会
課
題
、
地
元
企
業
や

 

 
 
大
学
等
と
連
携
し
た
グ
ロ
ー
カ
ル
な
課
題
）
に
関
す
る
意
見
交
換
及
び
国
内
外
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク

 
•
課
題
研
究
の
英
語
等
に
よ
る
成
果
発
表
会
等
の
開
催

 

 
【大
学
と
の
連
携
】 

•
課
題
研
究
に
関
す
る
英
語
等
で
指
導
を
行
う
帰
国
・
外
国
人
講
師
等
の
派
遣
や
、

 
 

 
外
国
人
留
学
生
に
よ
る
英
語
等
に
よ
る
サ
ポ
ー
ト

 
•
海
外
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
等
の
企
画
・立
案
に
関
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
の
伝
授

 
 

•
生
徒
の
学
習
内
容
の
適
切
な
評
価

 
•
単
位
認
定
を
含
む
高
大
連
携
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

 
 

管
理
機
関

（
設
置
者
）
 

指
導
・
助
言
・
評
価

 

連
携
・
協
力

 

国
際
化
を
進
め
る
大
学

 

 連 携  

企
業
、
国
際
機
関
（
O

E
C

D
, 

U
N

E
S
C

O
等
）
、
非
営
利
団
体
等

  
 

人
材
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

 

グ ロ ー バ ル な 社 会 課 題 を 発 見 ・ 解 決 し 、 様 々 な 国 際

舞 台 で 活 躍 で き る 人 材 （ 国 際 機 関 職 員 、 社 会 起 業 家 、

グ ロ ー バ ル 企 業 の 経 営 者 、 政 治 家 、 研 究 者 等 ） の 輩 出  

 
 

 
（
平
成

28
年
度
予
算
額

 
１
１
億
円
）
 

平
成

29
年
度
予
算
額
（案
）
 

 
９
億
円

 
 

海
外
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
の
様
子

 
（
H

2
6
指
定
校
） 

筑
波
大
学
附
属
坂
戸
高
等
学
校

 

外
国
人
講
師
に
よ
る
専
門
指
導

 
（
H

2
6
指
定
校
） 

大
阪
府
立
三
国
丘
高
等
学
校

 

英
語
で
の
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
の
様
子

 
（
H

2
6
指
定
校
） 

渋
谷
教
育
学
園
渋
谷
高
等
学
校
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在
外
教
育
施
設
教
員
派
遣
事
業
及
び
海
外
子
女
教
育
の
推
進

 

 
 
《
目
的
》 

国
内
と
は
異
な
る
教
育
環
境
に
お
か
れ
た
日
本
人
の
子
供
に
対
し
、
国
内
に
お
け
る
教
育
の
機
会
均

等
及
び
義
務
教
育
無
償
の
精
神
に
沿
っ
て
、
日
本
国
民
に
ふ
さ
わ
し
い
教
育
を
行
う
と
と
も
に
、
併
せ
て

国
際
性
を
培
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
在
外
教
育
施
設
（
日
本
人
学
校
・補
習
授
業
校
）の
教
育
の
充
実

を
図
る
た
め
、
国
内
の
義
務
教
育
諸
学
校
の
教
員
（主
に
公
立
学
校
の
教
員
）等
を
派
遣
。

 
  
《
事
業
》 

①
在
外
教
育
施
設
教
員
派
遣
事
業

 
 

  
  

  
  

  
  

  
 

 
1
1

,9
4

0
百
万
円

 
（1

2
,1

4
5
百
万
円
） 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
※
予
算
額

(案
)の
減
は
為
替
の
変
動
等
に
よ
る
も
の

 
 

 
 

 
在
外
教
育
施
設
派
遣
教
員
等
に
対
し
、
赴
任
・
帰
国
旅
費
及
び
在
外
教
育
施
設
に
お
い
て
勤
務

 
 
す
る
た
め
に
必
要
な
衣
食
住
等
に
充
当
す
る
在
外
手
当
等
を
支
給
。

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
・
派
遣
教
員
定
数

 
1
,1

8
5
人

 
→

 
1
,2

0
3
人

 
（
1
8
人
増
）
 

 
 

 
 

 
②
在
外
教
育
施
設
派
遣
教
員
経
費
の
委
託

  
  

  
  

  
  

  
 6

,9
7

7
百
万
円

  
（ 

 6
,9

7
8
百
万
円
） 

 
 
在
外
教
育
施
設
に
お
け
る
教
員
の
確
保
に
か
か
る
経
費
を
都
道
府
県
等
に
対
し
委
託
費
と
し
て

 
 
交
付
（
交
付
先
：都
道
府
県
、
学
校
法
人
）
 

 ③
在
外
教
育
施
設
派
遣
教
員
選
考
・研
修
等

 
 

 
 

 
 

 
  

3
5
百
万
円

  
（
  

  
  

 3
6
百
万
円
） 

 
 
在
外
教
育
施
設
派
遣
教
員
等
の
選
考
及
び
派
遣
後
の
職
務
等
を
適
切
か
つ
円
滑
に
行
う
た
め

 
 
に
必
要
な
事
前
研
修
等
を
実
施

 
 ④
海
外
子
女
教
育
推
進
体
制
の
整
備

 
 

 
 

 
 

 
  

  
  

  
  

 5
0
百
万
円

  
（
  

  
 －

  
百
万
円
） 

 
 
在
外
教
育
施
設
の
高
度
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
拠
点
事
業

 
【
新
規
】
 

 
 

 在
外
教
育
施
設
特
有
の
課
題
解
消
の
た
め
調
査
研
究
を
実
施
。
ま
た
、
在
外
教
育
施
設
を
グ
ロ
ー

 
  
バ
ル
人
材
育
成
拠
点
と
し
て
位
置
付
け
、
よ
り
高
度
な
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
を
見
据
え
た
先
進
的

 
  
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
推
進

 
 ⑤
在
外
教
育
施
設
教
材
整
備
事
業
補
助
等

 
 

 
 

 
 

 
 

 
7

7
百
万
円

 
（
 

 
 7

7
百
万
円
） 

 ⑥
私
立
在
外
教
育
施
設
教
員
派
遣
事
業
補
助

 
 

 
 

 
 

 
 5

1
百
万
円

 
（
 

 
5

1
百
万
円
） 

 ⑦
そ
の
他
関
連
事
業
等
（巡
回
指
導
等
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 8
百
万
円

 
（
 

 
 

8
百
万
円
） 

 

 
教
育
委
員
会
等
 

      

文
部
科
学
省

 
在
外
教
育

施
設

 

教
員
派
遣
要
請

 

派
遣
教
員
の
選
考
・委
嘱

 
在
勤
手
当
・
旅
費
等
の
支
給

 

教
員
の
推
薦
依
頼

 

推
薦

 

・
国
内
給
与
分
 
 

 
（
委
託
費
）

 

・
長
期
の
研
修
出
張
命
令

 
・
給
与
の
支
給

 

教
員
派
遣
の
仕
組
み
（
公
立
学
校
教
員
の
場
合
）
 

〔
施
策
効
果
〕 

☑
 
日
本
の
教
育
文
化
の
発
信

 

☑
 
日
本
人
と
し
て
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
形
成
・確
立

 

（平
成

2
8
年
度
予
算
額

 
  

  
  

 1
9

,2
9

5
百
万
円
） 

  
平
成

2
9
年
度
予
算
額
（案
）
 

1
9

,1
3

8
百
万
円

 

《
在
外
教
育
施
設
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
強
化
戦
略
》 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
－
平
成

2
8
年

5
月

 
文
部
科
学
省
策
定
－

 
文
部
科
学
省
内
に
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
を
設
置
。
在
外
教
育
施
設
に

 
お
け
る
課
題
と
対
応
策
を
総
合
的
に
検
討
、
同
戦
略
を
ま
と
め
た
。

 
 〔
課
題
・背
景
〕
 

 
☑

 
グ
ロ
ー
バ
ル
拠
点
と
し
て
活
用
が
期
待
さ
れ
て
い
る
（日
本

 
 

 
の
教
育
・文
化
発
信
等
）
 

 
☑

 
教
育
水
準
の
確
保
（帰
国
を
見
据
え
た
高
度
グ
ロ
ー
バ
ル

 
 

 
人
材
の
育
成
の
必
要
性
、
他
方
で
長
期
滞
在
者
・日
系
人
等

 
 

 
へ
の
日
本
語
支
援
の
必
要
性
等
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た

 
 

 
教
育
の
提
供
）
 

 
☑

 
派
遣
教
員
の
不
足
（免
許
外
指
導
、
日
本
語
・母
語
指
導
、

 
 

 
特
別
支
援
、
現
地
交
流
・安
全
確
保
等
の
課
題
）
 

 〔
目
指
す
方
向
性
〕
 

 
☑

 
日
本
人
学
校
等
の
グ
ロ
ー
バ
ル
拠
点
と
し
て
の
活
用
・発

 
 

 
信
強
化

 
 
☑

 
高
度
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
拠
点
と
し
て
の
日
本
人
学
校

 
 

 
等
の
教
育
水
準
の
強
化

 
 
☑

 
派
遣
教
員
の
確
保
・充
実

 
 
☑

 
派
遣
教
員
の
質
の
確
保

 
 
☑

 
学
校
運
営
（教
育
の
側
面
）に
お
け
る
連
携
強
化

 

 在
外
教
育
施
設
の
高
度
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
拠
点
事
業
（新
規
）
 

 （
プ
ロ
グ
ラ
ム
例
）

 
・
先
進
的
な
教
育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
（
幼
・
小
・
中
・
高
等
学
校
）

 
・
幼
少
時
の
日
本
語
教
育

 
・
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
（

IB
）
、

IC
T
教
育
、
芸
術
ス
ポ
ー
ツ
教
育
等

 
・
補
習
授
業
校
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発

 

《
総
務
省
「グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
に
資
す
る
海
外
子
女
・
 

 
 
帰
国
子
女
等
教
育
に
関
す
る
実
態
調
査
」
勧
告
》（

H
2
7
.8

.2
1
）
 

指
摘
事
項

 
 
・具
体
の
目
標
等
の
策
定
、
教
員
確
保
、
都
道
府
県
等
へ
の

 
 

 
派
遣
要
請
徹
底
、
シ
ニ
ア
派
遣
教
員
制
度
の
拡
充
等
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帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
の
推
進
支
援
事
業

 

Ⅰ
 
公
立
学
校
に
お
け
る
帰
国
・外
国
人
児
童
生
徒
に
対
す
る
き
め
細
か
な
支
援

 
 

 
事
業

 
  
  
  
  

  
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
   

   
   

   
   

   
   

   
   

 
 

  １
９
６
百
万
円
（１
３
９
） 

 
 

 
   

 補
助
対
象

 
：
 
都
道
府
県
・
指
定
都
市
・
中
核
市

  
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   
   

 
 

 
   

  補
助
率
：
１
／
３

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
 

 
   

   
  支
援
対
象

 
：
 
公
立
学
校
に
在
籍
す
る
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
等

 
                           

日
本
語
と
教
科
の
統
合
指
導
の
充
実

 
 ○
(必

須
)
＊
日
本
語
能
力
測
定
方
法
等
の
活
用
に
よ
る
児
童
生
徒
の
日
本
語
能
力
の
把
握

 
○
(必

須
)
＊
「
特
別
の
教
育
課
程
」
に
よ
る
日
本
語
と
教
科
の
統
合
指
導
の
実
施

 
 ○
日
本
語
指
導
担
当
教
員
及
び
指
導
補
助
者
へ
の
研
修
の
実
施

 
○
日
本
語
指
導
の
た
め
の
教
材
の
作
成
 
  
  

※
但
し
、
都
道
府
県
が
高
等
学
校
だ
け
を
事
業
対
象
と
し
た
場
合
は
＊
を
必
須
項
目
と
し
な
い

 
 
 
 

０
０
０
 

就
学
機
会
の
確
保

 
○
就
学
相
談
窓
口
の
設
置
 
○
就
学
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
開
催

 
 
○
就
学
状
況
の
調
査
 

○
関
係
機
関
と
連
携
し
た
就
学
案
内
（
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
の
作
成
・
配
付
）
 

０
０
０

 

公
立
学
校
へ
の
円
滑
な
受
入
れ

 
○
初
期
適
応
指
導
教
室
(プ

レ
ク
ラ
ス

)の
実
施

 
○
日
本
語
指
導
が
で
き
る
支
援
員
の
派
遣

 
○
児
童
生
徒
の
母
語
が
分
か
る
支
援
員
の
派
遣

 
○
学
校
の
実
態
に
応
じ
た
そ
の
他
の
支
援

 
０
０
０

 

指
導
・支
援
体
制
の
整
備

 
○
拠
点
校
の
設
置
、
巡
回
指
導
等
の
拠
点
的
機
能
の
実
施
 
 

○
学
校
種
間
連
携
に
よ
る
指
導
・
支
援
体
制
整
備

 
○
地
域
連
携
の
た
め
の
協
議
会
の
開
催

 
０
０
０

 

学
力
保
障
・進
路
指
導

 
○
高
校
進
学
促
進
、
高
校
に
お
け
る
日
本
語
指
導
・
教
科
指
導
の
充
実

 
○
進
路
相
談
の
充
実
（
相
談
員
の
派
遣
等
）

０
０
０
 

０
０
０
 

成
果
の
普
及

 
 

 
 

 
 
 

 

○
(必
須

) 
成
果
報
告
書
の
公
表
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
等

 

Ⅱ
 
定
住
外
国
人
の
子
供
の
就
学
促
進
事
業

 
  
  
  
  
  
  

  
  
  
  
  
５
２
百
万
円
（９
０
）
 

 
  
  
  
  
補
助
対
象

 
：
 
都
道
府
県
・
市
区
町
村
（
教
育
委
員
会
・
首
長
部
局
）
等

 

 
 

  
  
  
 補
助
率
：
１
／
３

 

  
  
  
  
  
  
支
援
対
象

 
：
 
就
学
に
課
題
を
抱
え
る
外
国
人
の
子
供

 

                  ○
目

  
 的
：就
学
に
課
題
を
抱
え
る
外
国
人
の
子
供
を
対
象
に
、
公
立
学
校
や
外
国
人
学
校

 
 

 
 

 
 

 
  
等
へ
の
就
学
に
必
要
な
支
援
を
学
校
外
に
お
い
て
実
施
す
る
自
治
体
を
補
助

 
０
０
０

 

○
取
組
例
：
 
・
学
校
と
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
を
通
じ
た
就
学
の
促
進

 
 

 
 

 
 

 
 

 
・
就
学
に
必
要
な
日
本
語
指
導
、
教
科
指
導
、
母
語
指
導
等

 
 

 
 

 
 

 
 

 
・
日
本
の
生
活
・
文
化
に
適
応
す
る
た
め
の
地
域
社
会
と
の
交
流

 
 
等

 
 

 

基
本
実
施
項
目
（地
域
の
実
情
に
応
じ
て
組
み
合
わ
せ
る
） 

◎
 保
幼
小
連
携
に
よ
る
就
学
予
定
の
幼
児
に
対
す
る
プ
レ
ス
ク
ー
ル
の
実
施

 

◎
 企
業
等
と
連
携
し
た
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
た
め
の
進
路
ガ
イ
ダ
ン
ス
、
キ
ャ
リ
ア
教

 

  
  
 育
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
等
の
実
施

 

◎
 支
援
員
人
材
確
保
等
の
た
め
の

N
P

O
・
大
学
等
と
学
校
の
連
携
体
制
の
構
築

  

◎
 少
数
在
籍
校
に
お
け
る
指
導
体
制
構
築
の
支
援

 
 

 
・
拠
点
校
・
巡
回
指
導
等
の
拠
点
的
機
能
の
設
置

 
 

 
・
少
数
在
籍
校
の
指
導
・
支
援
体
制
の
充
実
（
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
配
置
等
）
 

 
 

 
・
日
本
語
指
導
が
で
き
る
支
援
員
／
母
語
が
分
か
る
支
援
員
の
派
遣

 

公
立
学
校
に
お
け
る
帰
国
・外
国
人
児
童
生
徒
等
の
受
入
体
制
・支
援
体
制
づ
く
り
の
推
進

 
学
校
外
に
お
け
る
不
就
学
等
の
外
国
人
の
子
供
の
就
学
支
援
体
制
の
整
備

 

平
成
２
９
年
度
予
算
額
（案
）：
２
６
０
百
万
円

 
（前
年
度
予
算
額
：２
３
１
百
万
円
） 

都
道
府
県
・市
区
町
村
等

 

不
就
学
等
の
外
国
人
の
子
供

 

N
P

O
等
の
団
体

 
①
自
治
体
が
直
接
、

就
学
支
援
の
取

組
を
実
施

 

②
知
見
を
有
す
る

N
P

O

等
に
委
託
し
、
就
学
支

援
の
取
組
を
実
施

 

（
事
業
実
施
ス
キ
ー
ム
）

 

公
立
学
校
、
外
国
人

学
校
等
へ
の
就
学

 

委
託

 

追
加
実
施
項
目

 
（
基
本
実
施
項
目
に
加
え
て
取
り
組
む
自
治
体
に
対
す
る
支
援
）

 

・
帰
国
・
外
国
人
児
童
生
徒
教
育
等
に
係
る
研
究
協
議
会
等

 
０
．
７
百
万
円
（
０
．
６
）
 

・
外
国
人
児
童
生
徒
等
教
育
を
担
う
教
員
の
養
成
・
研
修
モ
デ
ル
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
事
業

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

 
  

  
  

  
  

 １
１
百
万
円
（
０
）
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社
会
総
が
か
り
で
行
う
高
校
生
留
学
促
進
事
業

 

       高
校
生
留
学
促
進
事
業

 

 
地
方
公
共
団
体
や
学
校
、
高
校
生
の
留
学
・交
流
を
扱
う
民
間
団
体
等
が
主
催
す
る
海
外
派
遣
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
参
加
に
対
し
、
留
学
経
費
を
支
援
す
る
（
原
則
と
し
て
２
週

間
以
上
１
年
未
満
で
あ
り
、
学
校
単
位
で
の
応
募
と
す
る
）。

 

●
支
援
金
額

 ：
 １
人

6
万
円
×

1,
50

0人
 

9
7
百
万
円
（
Ｈ

2
8
：

1
3
2
百
万
円
）

 
※
補
助
対
象
：都
道
府
県
（

4
1
都
道
府
県
）

 

       グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
の
基
盤
形
成
事
業

 
 5

5
百
万
円
（
Ｈ

2
8
：

5
5
百
万
円
）

 
  ②
異
文
化
理
解
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ
プ
事
業

 

   
日
本
語
を
学
ぶ
外
国
人
高
校
生
を
、
高
校
生
の
留
学
・交
流
を
扱
う
民
間
団
体

を
通
じ
、
日
本
の
高
等
学
校
に
短
期
招
致
す
る
こ
と
に
よ
り
、
受
入
先
の
高
校

生
の
異
文
化
体
験
や
相
互
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
学
校
教
育
に
お
け
る
国
際

交
流
等
の
機
会
を
確
保
す
る
。
 

●
対
象
：
11

5
人
（前
年
度
同
）、
通
訳
な
し
で
高
校
生
等
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

取
れ
る
程
度
の
日
本
語
能
力
を
有
す
る
者
。

 

  

※
補
助
対
象
：民
間
団
体
（
２
機
関
）

 
①
グ
ロ
ー
バ
ル
語
り
部
の
派
遣

 

 
 

 
 
か
つ
て
の
帰
国
生
や
留
学
経
験
者
、
海
外
勤
務
経
験
者
、
国
際
機
関
等

の
勤
務
経
験
者
を
留
学
フ
ェ
ア
等
や
小
・
中
・
高
校
等
へ
派
遣
し
、
体
験

講
話
の
機
会
を
設
け
、
子
供
た
ち
の
国
際
的
視
野
の
涵
養
を
図
る
。
 

 
ま
た
、
都
道
府
県
内
に
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
配
置
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル

語
り
部
の
派
遣
に
関
す
る
関
係
機
関
と
の
調
整
や
、
留
学
に
関
す
る
各
種

相
談
に
応
じ
る
。
 

1
4
百
万
円
（
Ｈ

2
8
：

1
3
百
万
円
）

 
※
補
助
対
象
：都
道
府
県
（

30
都
道
府
県
）

 

3
1
百
万
円
（
Ｈ

2
8
：

3
1
百
万
円
）

 

③
留
学
フ
ェ
ア
等
の
開
催

 
 
高
校
生
留
学
等
を
推
進
す
る
た
め
の
フ
ェ
ア
を
各
都
道
府
県
内
で
開
催
し
、
安
心
・
安
全
な
留
学
へ
の
関
心
を
喚
起
し
、
留
学
へ
の
機
運
を
醸
成
す
る
と
と
も

に
、
留
学
後
の
進
路
を
見
据
え
た
大
学
フ
ォ
ー
ラ
ム
、
キ
ャ
リ
ア
フ
ォ
ー
ラ
ム
を
開
催
す
る
。
 

【
メ
ニ
ュ
ー
例
】
 

○
高
校
留
学
や
海
外
大
学
進
学
に
関
す
る
情
報
を
有
す
る
民
間
団
体
等
に
よ
る
留
学
相
談

 
 
○
各
国
大
使
館
に
よ
る
外
国
の
魅
力
の
紹
介
 

○
国
際
化
に
力
を
入
れ
る
大
学
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
 
 
○
企
業
の
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
講
義

 
等
 

※
補
助
対
象
：都
道
府
県
（

30
都
道
府
県
）

 
1
1
百
万
円
（
Ｈ

2
8
：

1
1
百
万
円
）

 

補
助
事
業
（
定
額
補
助
）

 留
学
フ
ェ
ア
等
や
学
校
に
派
遣

 

平
成

2
9
年
度
予
算
額
（案
）：

 1
5

2
百
万
円
（平
成

2
8
年
度
予
算
額
：1

8
7
百
万
円
） 

予
算
外
の
取
組

 

 
 ○
民
間
の
寄
附
金
を
原
資
と
し
た
官
民
協
働
に
よ
る
海
外
留
学
支
援

 
 ○
各
都
道
府
県
の
留
学
支
援
又
は
留
学
環
境
整
備
に
対
す
る
取
組
へ
の
助
言

 
等
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１３．私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する

実証事業

（ 新 規 )

平成29年度予算額(案) １，１９４百万円

１ 要旨
私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関し、年収４００万円未満の世帯に

属する児童生徒について、授業料負担の軽減を行いつつ、義務教育において私立学校を

選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を行う。

２ 内容

私立学校も「公の性質」を有する学校として、公立学校とともに義務教育制度の一翼

を担っている。

また、私立の小中学校に通う児童生徒のうち、約１．１万人が年収４００万円未満の

世帯であるが、授業料年額の平均は、私立小学校が約４３万円、私立中学校が約４１万

円となっており、家庭の経済的負担は大きい。

このような状況を踏まえ、私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する実

証事業として、年収４００万円未満の世帯に属する児童生徒を対象として、年額１０万

円の授業料負担の軽減を行うとともに、義務教育において私立学校を選択している理由

や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を行う。

なお、平成２９～３３年度にかけて実施するものとして、平成２９年度から全学年（小

学校：１～６年生、中学校：１～３年生）を対象に実施する。

【支給対象学校種】

私立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、

特別支援学校（小学部、中学部）

【対象の児童生徒数（見込）】

小学校：約２，０００人、中学校：約９，０００人
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１４．高等学校等就学支援金交付金等

（前 年 度 予 算 額 ３６７，９７３百万円)

平成29年度予算額(案) ３６６，８４９百万円

１ 要旨
全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に充てる

ため高等学校等就学支援金を支給することで、家庭の教育費負担の軽減を図る。

２ 内容
① 高等学校等就学支援金交付金 362,426,514千円

【支給額】

○ 高等学校等に在学する者に対して年額118,800円を支給（学校設置者が代理受領）。

○ 保護者等の年収が910万円(※)以上程度（市町村民税所得割額 304,200円以上）世帯の者に

対しては、就学支援金を支給しない。

○ 私立高等学校等に在学する生徒については、所得に応じて、支給金額を1.5～2.5

倍した額を上限として支給する。

年収250万円(※)未満程度（市町村民税所得割 非課税） 297,000円（2.5倍）

年収250～350万円(※)未満程度（市町村民税所得割額 51,300円未満）237,600円（2.0倍）

年収350～590万円(※)未満程度（市町村民税所得割額 154,500円未満）178,200円（1.5倍）

【※年収は両親と子供2人世帯の場合を目安】

【支給対象学校種】

国公私立の高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）、高等専門

学校（1～3学年）、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家資格

者養成課程（中学校卒業者を入所資格とするもの）、各種学校のうち告示指定を受けた

外国人学校、海上技術学校

平成29年度においては生徒数の減少及び定時制・通信制の４年生が新制度に移行するこ

となどに伴う減を反映。（受給資格者数の減：約1.8万人）

② 高等学校等就学支援金事務費交付金 4,407,564千円

就学支援金に関する事務の円滑な実施に資することを目的として、都道府県に交付。

③ 公立高等学校授業料不徴収交付金（旧制度） 15,000千円
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１５．高校生等奨学給付金の充実

（前 年 度 予 算 額 １３，１２７百万円)

平成29年度予算額(案) １３，６２５百万円

１ 要旨
全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、低所得世帯の授業料以外の

教育費負担を軽減するため、高校生等奨学給付金により支援を行う。〔補助率１／３〕

２ 内容
非課税世帯【全日制等】（第１子）の給付額の増額により、低所得世帯の更なる教育

費負担の軽減を図る。

【拡充内容】

○非課税世帯【全日制等】（第１子）の給付額の増額

【支給要件】

○生活保護受給世帯、非課税世帯

○保護者、親権者等が当該都道府県内に住所を有していること。

○高校生等が高等学校等就学支援金の支給対象となっている高等学校等（高等学校、

中等教育学校（後期課程）、高等専門学校（１～３学年）、専修学校（高等課程）等）

に在学し、且つ、高等学校等就学支援金を受ける資格を有していること（特別支援学

校高等部の生徒を除く）。

【給付額】

○生活保護受給世帯【全日制等・通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 32,300円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 52,600円

○非課税世帯【全日制等】（第１子）

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 59,500円 → 75,800円（＋16,300円）

・私立の高等学校等に在学する者 年額 67,200円 → 84,000円（＋16,800円）

○非課税世帯【全日制等】（第２子以降）

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 129,700円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 138,000円

○非課税世帯【通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 36,500円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 38,100円
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世

帯
　

 全
日

制
等

（
第

２
子

以
降

）
※

1
5

歳
以

上
2

3
歳

未
満

の
兄

弟
姉

妹
が

い
る

場
合

国
公

立
1
2
9
,7

0
0
円

私
立

1
3
8
,0

0
0
円

非
課

税
世

帯
　

 通
信

制
国

公
立

3
6
,5

0
0
円

私
立

3
8
,1

0
0
円

給
付

額
（

年
額

）

非
課

税
世

帯
　

 全
日

制
等

（
第

１
子

）
国

公
立

私
立

69


